
8,906,459 5,288,843

現 金 及 び 預 金 66,542 1,711,062

売 掛 金 3,445,983 98,810

未 収 入 金 288,359 2,009,329

貯 蔵 品 6,114 1,084,436

仕 掛 品 20,812 196,607

前 払 金 129,721 110,532

前 払 費 用 127,548 752

繰 延 税 金 資 産 627,047 48,582

預 け 金 4,193,079 28,728

そ の 他 1,251 4,805,393

8,034,398 178,680

3,863,612 25,500

電 気 通 信 機 械 設 備 2,981,019 4,601,212

建物及び建物附属設備 344,890

機 械 及 び 装 置 701

車 両 9

器 具 備 品 227,674

リ ー ス 資 産 195,552

建 設 仮 勘 定 113,764

714,814 6,846,621

電気通信施設利用権 461,760 100,000

電 話 加 入 権 5,678 20,000

ソ フ ト ウ ェ ア 177,603 20,000

リ ー ス 資 産 228 6,726,621

建 設 仮 勘 定 68,865 28,951

そ の 他 677 6,697,670

3,455,971 6,697,670

関 係 会 社 株 式 7,000 1,295,444

保 証 金 等 1,242,641

前 払 年 金 費 用 718,153

長 期 前 払 費 用 11,409

繰 延 税 金 資 産 1,476,767

長 期 滞 り 債 権 312

貸 倒 引 当 金 △ 312

　（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

投 資 そ の 他 の 資 産

16,940,858資 産 合 計 16,940,858 負 債 及 び 純 資 産 合 計

6,846,621純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

（うち当期純利益）

買 掛 金

リ ー ス 債 務

前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

10,094,236

預 り 金

工 事 損 失 引 当 金

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸借対照表

流 動 資 産 流 動 負 債

（単位：千円）

金     額金     額

平成26年3月31日現在

科 目 科 目

負 債 の 部資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

長 期 未 払 金

負 債 合 計

ドコモエンジニアリング（株）



 

個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式については移動平均法による原価法によっています。 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は先入先出法による原価法、仕掛品については個別法による原価法によっていま

す。  

なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額を切下げています。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、建物及び建物附属設備は定額法）によっています。 

   なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によって  

 います。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法によっています。 

  なお、耐用年数については見積り耐用年数によっています。 

   また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年以内）に 

 基づく定額法、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（3年以内）を基礎

 として算定した残存有効期間に基づく均等配分、または、見込販売数量に基づく方法によ 

 っています。 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 有形固定資産については、リース期間を耐用年数とし、リース期間終了時点に実質残存

価額となる定率法によっています。なお、実質残存価額が零の場合については、リース期

間終了時点に残存価額 10%となる定率法による減価償却費相当額に 9 分の 10 を乗じる方法

によっています。 

 無形固定資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっています。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更

正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

ます。 

 



 

(2)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生している額を計上しています。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しています。 

また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわ 

たって定額法により費用処理しています。 

 

(3) 工事損失引当金 

     工事契約に係る損失に備えるため、翌事業年度以降の当該損失額を見積り、必要と認め 

られる金額を計上しています。 

 

4．収益及び費用の計上基準 

  完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事

進行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しています。 

なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例

法によっています。 

 

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。 
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